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中期経営計画に関するお知らせ 

 
当社は、2015年度（2016年3月期）から2017年度（2018年3月期）までの３ヶ年を対象とした中期経営

計画を策定いたしましたのでお知らせします。 

 

当社は、昨年度、不適切な会計処理が発覚し、株主ならびに関係者の皆様に多大なるご迷惑とご心配を

お掛けしましたが、2013年度以降は、コンプライアンス最重視の経営に転換し、内部統制を抜本的に改革

することで健全な会社経営を実行してまいりました。 

2014年度からは、2013年度に確立した健全なる経営基盤を基に、ソフト開発からシステム構築、評価、

運用までのソフト事業の拡大に注力し、売上・利益の拡大路線を積極的に推進してまいります。 

当社は、この度、今後の事業展開に関して、売上・利益の拡大に向け、利益倍増（2018年3月期経常利

益4.4億：2015年3月期比で約2倍）をスローガンに、３大改革（事業構造改革、経営改革、業務効率改

革）に取り組むべく、2015年度（2016年3月期）から2017年度（2018年3月期）までの３ヶ年を対象と

した中期経営計画を策定いたしました。 

 

 

Ⅰ．中期経営計画 

 

１． 基本方針 

   当社グループは、コンプライアンス最重視の経営に徹し、豊かな社会の実現に貢献し、社会から信

頼される企業として、ソフト開発からシステム構築、評価、運用まで、トータルソリューションをお

客様に提供します。 
 2017 年度に向けて、当社グループは、①得意領域での先端技術で事業拡大を目指す「事業構造改

革」、②コンプライアンス最重視の経営を推進する「経営改革」、③業務を効率化し固定費削減を図る

「業務効率改革」の３大改革を実行することにより、2017 年度に売上 55 億、経常利益4.4 億とする

「利益倍増計画」を推進し、事業拡大を図ってまいります。 
 
 
２． 方針の要旨 

 当社グループは、健全な経営への回帰と、業績向上のため、2013年度より以下の改革を実行してま

いりました。今後は、コンプライアンス最重視の経営を更に徹底し、「合理主義」と「堅実主義」の経

営を推進してまいります。 

 また、長年培った通信インフラ系ソフト開発力、流通系システムで獲得した業務系アプリケーショ

ンソフト開発力、ＩＳＰ案件で蓄積したＷｅｂ系ソフト開発力、豊富な実績を有する組込み系ファー

ムウェア開発力を強みとして、ソフト開発からシステム構築、評価検証など、幅広い事業領域で事業

を展開してまいります。 



 
 

 (1)事業構造改革 

  ①トータルソリューション提供によるソフト事業拡大 

    当社は、これまで各拠点主体で顧客開拓を行っておりましたが、全国レベルでのお客様のニ 

   ーズにお応えするため、2014年4月に「営業推進部」を設置し営業活動を開始しました。 

    当グループ各社は、ソフト事業で幅広い得意領域を保有しております。㈱アイレックスは、 

   通信インフラ系ソフト開発、業務アプリケーション開発、Ｗｅｂ系ソフト開発力、組込み系フ 

   ァームウェア開発を強みとし、㈱アイレックスインダストリアルソリューションズは、サーバ・ 

   ネットワークの設計・構築・運用・保守を強みとし、アイレックスインフォテック(株)は、医 

   療系等のファームウェア開発と業務アプリケーション開発を強みとし、アイレックスシステム 

   (株)は、制御系ソフト開発、評価等を強みとしております。 

    今後は、当グループ各社が得意としている領域を融合させ、営業推進部がグループ４社の営 

   業活動の軸となって活動していくことで、ビジネスを拡大していきます。 

    また、当社グループ各社は、以下の領域で先端技術力を強化し、お客様のニーズに応えてま 

   いります。 

    ・通信インフラ系ソフト開発：ＳＤＮ領域へ参入 

    ・業務アプリケーション開発：クラウド領域とＭ２Ｍ領域へ参入 

    ・組込み系ファームウェア開発：自動車領域へ参入 

   ②地域重視戦略 
     国内の各拠点で、中途採用を積極的に行い、要員増強に注力し、各地域に密着したビジネス

拡大を強力に推進してまいります。 
   ③新規ビジネス分野へのソリューションビジネス展開 
    現在、セキュリティソリューションとして、震災対策用の免震システム「μ－Ｓｏｌａｔｏ

ｒ」（ミューソレーター）を販売しておりますが、今後は、エンタープライズ向けのソフトソリ

ューションを拡大し、新規ビジネス分野での事業拡大を、積極的に推進してまいります。 
 更に、当社グループ各社の連携のみならず、ＴＣＳホールディングスグループ会社が保有す

る製品とのシナジー効果によるトータルソリューション提供により、新たなビジネスモデルを

創造し、お客様のビジネス拡大に寄与してまいります。 

 (2)経営改革 

当社は、2013年度から経営体制を刷新し、適切な会計処理による企業経営を実践しておりま

すが、コンプライアンス最重視の経営を更に強固なものとするため、2014年3月に、「経営改革

推進室」を設置いたしました。今後は、経営改革推進室を軸に、コンプライアンス最重視の経

営方針に基づき、経営管理に資する情報を、役員から担当者までの関係者全員が共有し、業務

管理部により業務内容の点検を行い、常に適切な会計処理による企業経営を遂行してまいりま

す。 

また、ＩＳＭＳ・内部統制を中心とした情報セキュリティ対策が確実に実施されていること

の確認を行い、随時、対策の見直しを行うことにより、情報セキュリティ対応の健全性を確保

してまいります。 

 (3)業務効率改革 

   業務の効率化による固定費の削減と事業規模拡大のため、以下に注力してまいります。 

・スタッフ業務の見直しと統廃合を加速し、業務効率化を更に推進 

・管理業務のツール導入により、業務効率化を強力に推進 

 
 
 
 
 
 



 
３． 連結業績目標 

具体的な業績目標は以下の通りです。 

 

決算期 
2014年度 

（予想） 

2015年度 

（計画） 

2016年度 

（計画） 

2017年度 

（計画） 

売上高    （百万） ４，０００ ４，５００ ５，０００ ５，５００

経常利益   （百万） ２００ ２７０ ３５０ ４４０

当期純利益  （百万） １００ ２１０ ２８０ ３５０

ＢＰＳ          （円） ▲２６．７ ▲１７．２ ▲４．８ １０．９

Ｄ／Ｅレシオ  （倍） １．３４ １．１２ ０．８８ ０．６７

   ※ＢＰＳ    純資産／発行済株式数 

    Ｄ／Ｅレシオ 有利子負債残高／自己資本 

 
Ⅱ．中期経営計画の実現に向けて 

 

 ソフトウェア業界を取り巻く環境はますます厳しくなることが予想されますが、当社グループの持つ

技術力、営業力を結集し、中期経営計画達成に向けて邁進してまいります。 

 当社グループは、従来からの主力事業であるソフト開発、システム構築、評価・運用の領域での着実な

事業拡大以外に、今後拡大が見込まれる通信インフラでのＳＤＮ領域、業務アプリケーションでのクラ

ウド領域、車載系ファームウェア領域などの領域で、全国レベルでのビジネス拡大を目指しております。

当社グループは、これらの領域でビジネス拡大を図り、中期経営計画を実現するため、次の施策を実行し

てまいります。 

 

 ①新卒・中途年間100人採用 

今後拡大が見込まれる領域でのビジネス拡大を実現するためには、まず要員増強が必須であり、今期

以降、高スキル技術者と新卒を年間100人規模で積極的に採用し、開発力を更に増強し、事業基盤強

化による事業拡大に取り組んでまいります。 

 ②ソリューションメニューの拡充 

   今後、拡大が見込まれる領域でのソリューションメニューを整備・拡充し、お客様のイノベーショ

ンを加速するソリューション提案を展開してまいります。 

 

 

 

※本資料の適切な利用に関するご説明 

本資料中の目標数値は業績予想ではありません。 
 また、本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報

及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のもの

ではなく、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

 

以  上 

 

 

 

 


